Ⅰ　変更手続きについて

１　変更届出書
（１）　提出日

変更があった日から１０日以内【厳守】
※郵送又は持参（事前に電話にて日時を予約のうえ）にて、ご提出ください。
（２）サービス種別ごとの変更事項の一覧

	変更があった事項
	定期

巡回
	夜間
対応型
	地域密着型通所介護
	認知症
対応型
通　所
	小規模
多機能
	ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎｰﾑ
	地域　密着
特定
	地域　密着
特養
	複合型

	1
	事業所・施設の名称
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	2
	事業所・施設の所在地
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	3
	申請者の名称
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	4
	主たる事務所の所在地
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	5
	代表者の氏名、生年月日、住所及び職名
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	6
	登録事項証明書又は条例等
(当該事業に関するものに限る。)
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	7
	事業所・施設の建物の構造、専用区画等
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	8
	事業所・施設の管理者及び計画作成担当者の氏名、生年月日、住所及び経歴
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	9
	運営規程
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	10
	協力医療機関(病院)・協力歯科医療機関の名称及び診療科名並びに契約内容
	　
	　
	
	　
	○
	○
	○
	○
	○

	11
	介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携・支援体制
	　
	　
	
	　
	○
	○
	　
	　
	○

	12
	 地域密着型介護サービス費の請求に関する事項
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	13
	役員の氏名及び生年月日
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	14
	本体施設、本体施設との移動経路等
	　
	　
	
	　
	　
	　
	○※
	○※
	　

	15
	併設施設の状況等
	　
	　
	
	　
	　
	　
	○
	○
	　

	16
	介護支援専門員の氏名及びその登録番号
	　
	　
	
	　
	○
	○
	○
	○
	○


※サテライト型居住施設に限る。

[各サービスにおいて○印のついた事項に変更があった場合は、変更届出書等の提出が必要になります。]
（３）提出書類

	◆様式については、

　　介護保険事業課ホームページ　地域密着型事業所様式集

http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/kaigohokenjigyo/keikaku_chiikiyousikisyu.html
に掲載しております。


①　変更届出書

②　指定に係る記載事項（付表）

③　添付書類（下記のとおり）

【添付書類一覧】

	
	変更があった事項
	添付書類
	留意点

	1
	事業所・施設の名称
	□運営規程（変更前・変更後）
	事業所名が定款等で定められている場合は、定款変更の手続きが必要です。

	2
	事業所・施設の所在地
	事前協議が必要となります。移転を検討する段階でご相談ください。

	運営法人の変更・合併による名称変更は新規指定申請が必要な場合がありますので、必ず事前にご相談ください。

	3
	申請者の名称
（法人の名称）
	□法人登記事項証明書※１
	運営法人の変更・合併による名称変更は新規指定申請が必要な場合がありますので、必ず事前にご相談ください。

	4
	主たる事務所の所在地
(法人の所在地）
	□法人登記事項証明書※１
	法人のＴＥＬ、ＦＡＸが変更になる場合、変更届出書に記載してください。添付書類は、不要です。

	5
	代表者の氏名、住所、生年月日、住所及び職名
	法人の代表者の変更
	社会福祉法人の場合、理事会の議事録が必要です。
なお、住所・姓の変更の場合、誓約書（参考様式９－２）の提出は必要ありません。


	
	
	□法人登記事項証明書※１
□誓約書（参考様式９－２）※４
	

	
	
	地域密着型サービス代表者の変更※２
	住所・姓の変更の場合、添付書類は経歴書のみ必要です。

	
	
	□法人登記事項証明書※１
□経歴書（参考様式２）
□開設者研修修了証（写）※３
□誓約書（参考様式９－２）※４
	

	
	変更があった事項
	添付書類
	留意点

	6
	登録事項証明書又は条例等
(当該事業に関するものに限る。)
	□法人登記事項証明書※１
	介護保険法に関する事項のみ、変更の届出が必要となり、その他の事項の変更については、届出の必要はありません。

	7
	事業所・施設の建物の構造、専用区画等
	□平面図（変更前・変更後）
□変更となる箇所の写真
　　（変更前・変更後）
	事前にご相談ください。

	8
	事業所・施設の管理者及び計画作成担当者の氏名、生年月日、住所及び経歴
	管理者
	住所・姓の変更の場合、変更届出書に記載してください。添付書類は経歴書のみ必要です。

	
	
	□勤務形態一覧表（参考様式１）
□経歴書（参考様式２）
□管理者研修修了証（写）※３
□誓約書（参考様式９－２）※４
	

	
	
	計画作成担当者
	住所・姓の変更の場合、変更届出書に記載してください。添付書類は経歴書のみ必要です。

	
	
	□勤務形態一覧表（参考様式１）
□経歴書（参考様式２）
□実践者研修修了証（写）※３
	

	9
	運営規定
	営業日時
	□運営規程（変更前・変更後）
□勤務形態一覧表（参考様式１－１）
	

	
	
	利用定員の変更
	□運営規定（変更前・変更後）
□勤務形態一覧表（参考様式１－１）
□平面図
	

	
	
	その他
	□運営規程（変更前・変更後）
	利用料金を変更する場合は事前にご相談ください。

	10
	協力医療機関(病院)・協力歯科医療機関
	□契約書等（写）
□連携体制及び支援体制の概要
	

	11
	介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携・支援体制
	□協定書等（写）
□連携体制及び支援体制の概要
	

	12
	地域密着型介護サービス費の請求に関する事項
	□体制等に関する届出書
□体制状況一覧表（別紙１－３）
	加算に関するその他必要書類は、「３　介護給付費算定に係る体制等に関する届出」を参照してください。

	13
	役員の氏名及び生年月日
	□役員等名簿

□登記事項証明書
□誓約書（参考様式９－２）※４
	役員等名簿の住所・押印欄は削除しました。

	14
	本体施設、本体施設との移動経路等
	□案内図
	サテライト型居住施設に限り必要です。

	15
	併設施設の状況等
	□平面図（変更前・変更後）
□変更となる箇所の写真
　　（変更前・変更後）
	　

	16
	介護支援専門員の氏名及びその登録番号
	□勤務形態一覧表（参考様式１）
□経歴書（参考様式２）
□介護支援専門員証（写）
□実践者研修修了証（写）※３
□介護支援専門員一覧（参考様式１０）
	　


※１　法人登記事項証明書は、履歴事項全部証明書（原本）をご提出ください。ただし、同一法人が複数事業所を同時に届ける場合には、１部原本、他はコピーで可とします。

※２　地域密着型サービス代表者とは、原則、法人の代表者（理事長、代表取締役等）が該当となります。ただし、法人の規模により合理的ではない理由がある場合、地域密着型サービスの事業部門の責任者等を代表者とすることができます。

※３　研修について
（１）研修要件については以下のとおりです。

	サービスの名称
	対象者
	研修の名称

	小規模多機能型居宅介護

複合型サービス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護予防も含む）
	計画作成担当者
	小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

	
	管理者
	認知症対応型サービス事業管理者研修

	
	代表者
	認知症対応型サービス事業開設者研修

	認知症対応型共同生活介護　　　　　　　　　　　　　　　（介護予防も含む）
	計画作成担当者
	認知症介護実践研修（実践者研修）と
痴呆介護実務者研修（基礎課程）のどちらか

	
	管理者
	認知症対応型サービス事業管理者研修

	
	代表者
	認知症対応型サービス事業開設者研修

	認知症対応型通所介護　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護予防も含む）
	管理者
	認知症対応型サービス事業管理者研修


（２）研修未修了者への変更
　　 小規模多機能型居宅介護の介護支援専門員等の研修を修了した職員の急な離職等により、やむを得ず研修未修了者へ変更する場合、直近の研修に申し込み、その研修を修了する見込みである場合は、減算対象といたしません。研修未修了者への変更を行う場合、変更届出書及び経歴書に研修未修了の旨を記載するとともに、「理由書」及び「受講者推薦書兼申込書（写）」又は「直近の研修を申し込む旨を示した文書」を添えて、変更届出書等を提出してください。

　　 なお、受講予定の研修を修了しなかった場合は、遡及して通常の算定方法で減算となります。

※４　誓約書について

（１）誓約書に記載のある役員等名簿については、変更となった当事者の記名押印のみで可とします。また、同一法人が複数事業所を同時に届ける場合には、１部原本、他はコピーで可とします。
（２）役員の範囲は、次のとおりとします。

　・株式会社、有限会社等　・・・取締役、監査役、管理者（執行役員は、含みません。）

　・社会福祉法人、医療法人社団等　・・・理事、監事、管理者（評議員は、含みません。）
２　介護給付費算定に係る体制等に関する届出

（1） 提出日
	サービス区分
	届出日（受理日）
	加算算定開始日

	・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・夜間対応型訪問介護
・地域密着型通所介護
・（介護予防）認知症対応型通所介護

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護

・複合型サービス
	毎月15日以前
	届出日（受理日）の翌月から

	
	毎月16日以降
	届出日（受理日）の翌々月から

	・（介護予防）認知症対応型共同生活介護
  （短期利用型を含む。）
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	算定開始月の初日
	届出日（受理日）の該当月から

	
	算定開始月の２日以降
	届出日（受理日）の該当翌月

から


※変更する場合は、原則、事前にご相談のうえ、持参でご提出ください。（事前相談・書類提出は、事前に電話予約必要）
（2） 届出様式

	◆様式については、

　介護保険事業課ホームページ
４　介護給付費算定に係る体制等に関する届出　（1）届出様式

http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/kaigohokenjigyo/siteihenkou.html
　 に掲載しています。


1 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（地域密着型サービス用）
2 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙1－3）

3 加算に関する確認書

4 添付書類（別紙「体制届提出に係る添付書類一覧表」のとおり）

